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　消防白書は、国民の生命、身体及び財産を災害等から守る消防防災活動について紹介するものであり、毎年刊行し
ています。
　平成29年版消防白書（平成29年12月19日閣議配布）では、特集において、最近発生した災害を踏まえた対応のほか、
人口減少や災害の多様化等に対応した消防の連携・協力の推進の状況や、消防団を中核とした地域防災力の充実強化、
女性消防吏員の更なる活躍の推進、消防本部におけるハラスメント等への対応策、高齢化・国際化等に対応した救急
体制や情報支援策の充実強化、また、Ｊアラートによる情報伝達における課題と対応について記載していますので、
その概要を御紹介します。なお、詳細は、消防庁ホームページ（http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h29/h29/
index.html）に掲載していますので、御覧ください。

平成29年版　消防白書の概要
総務課

【被害の状況】
○�　「平成29年７月九州北部豪雨」では、猛烈な雨の影響で、山間部の中小河川
が増水、氾濫し、土砂崩れ等が発生
○�　福岡県及び大分県で死者37人（うち消防団員１人）、行方不明者４人（平成
29年11月２日現在）の人的被害が発生し、住家等にも多大な被害が発生

【消防機関の活動】
○�　地元消防本部、消防団、県内応援消防本部及び緊急消防援助隊は、被災住民
の救助活動、避難誘導等を実施
○�　大分県では、緊急消防援助隊の活動が７月５日から７月10日までの６日間
にわたり行われ、ピーク時には、100隊、408人で活動し、29人を救助
　�　７月９日には、日田市での捜索・救助活動の進捗を踏まえ、消防庁長官が部隊移動を求めたことから、佐賀県大
隊、愛知県大隊、熊本県大隊は、大分県から福岡県へ移動
○�　福岡県では、緊急消防援助隊の活動が７月６日から７月25日までの20日間にわたり行われ、ピーク時には、170
隊、627人で活動し、30人を救助
○�　被害のあった福岡県内及び大分県内では、各消防団が、住民の避難誘導や救助活動、安否確認をはじめ孤立集落
の確認や巡回活動など、地域の安心・安全を守るための幅広い活動を実施
　　日田市において、巡回活動中の消防団員１人が崩土に巻き込まれて殉職

【豪雨災害を踏まえた対応】
○�　今回の災害での教訓を踏まえ、地域の実情に応じた防災訓練の実施、迅速な情報把握のための水位計等の設置の
促進、避難勧告等の発令基準の策定や情報伝達手段の多重化等の促進、災害対策本部機能の強化等について地方公
共団体に要請

（特集１）平成29年７月九州北部豪雨の被害と対応

消防団の活動（朝倉市消防団）

水陸両用バギーによる捜索・救助活動 ヘリコプターのホイストによる救助
（山口県消防防災航空隊提供）

朝倉市松末地区の被害状況
（兵庫県消防防災航空隊提供）

http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h29/h29/index.html
http://www.fdma.go.jp/html/hakusho/h29/h29/index.html
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【火災の概要】
○�　平成28年12月22日10時20分頃に新潟県糸魚川市の木造建築物が密集
した区画にあるラーメン店において、大型こんろの消し忘れにより出火
○�　焼損床面積は30,213.45㎡にも及ぶ、昭和51年の酒田市における大火
以来40年ぶりの市街地における大規模火災（地震を原因とするものを
除く）
○　17人が負傷（一般人２人（軽症２人）、消防団員15人（中等症１人、
軽症14人））したが、死者は発生していない

【火災を踏まえた対応】
○　本火災を受け、検討会を開催
○�　全国どこでも木造の建築物が多い地域においては、強風下で火災が発生し今回のような大規模な火災になり得る
という前提に立って必要な対策を検討する必要性を提言
○�　これを受け、各消防本部等において取り組むべきこととして、危険性が高い地域の確認・指定、火災防ぎょ計画
の策定、応援体制の見直し、消防水利の確保、消防団の安全管理の再徹底等について通知するとともに、説明会を
実施
　�　消防庁では、小規模飲食店へ消火器設置を義務づける方向で検討するとともに、連動型住宅用火災警報器のモデ
ル事業を実施
○�　さらに、各市町村に対して、住民による延焼防止等を含めた実践的な大規模火災訓練の必要性等について通知し、
取組を促進

（特集２）糸魚川市大規模火災を踏まえた今後の消防のあり方

商店街が焼け野原に（糸魚川市消防本部提供）

【火災の概要】
○�　平成29年２月16日、埼玉県三芳町の大規模倉庫において、焼損床面積
約45,000㎡、発生から鎮火に至るまでに約12日間を要した火災が発生
○�　同日９時頃に炎を発見し、消火を試みたが消火に至らず、防火シャッター
の不作動等により延焼が拡大
○�　在館者全員が屋外に避難したが、初期消火の際に、このうち２人が負傷
　　

【火災を踏まえた対応】
○　本火災を受け、国土交通省と共同で検討会を開催
○�　事業者及び各消防本部等において取り組むべきこととして、火災の拡大
を初期段階で確実に防止するための対策の確保に加え、仮に火災が広範に
拡大した場合においても、より効率的に消火できる対策の充実を提言
○�　提言を受け、消防機関に対し、大規模倉庫の訓練指導等の実施について通知するとともに、倉庫火災における消
火活動要領の策定等について通知し、ブロック別説明会等を通じて取組を促進
○�　消防庁では、今後の消防防災体制の充実に向け、大規模火災等に対するアドバイザー制度の構築や火災シミュレー
ションの高度化に関する研究開発について検討

（特集３）埼玉県三芳町倉庫火災を踏まえた対応

火災時の建物の状況（２月16日12時頃）
（埼玉県防災航空隊提供）
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【第28次消防審議会】
○�　人口減少が進行し人的・財政的な資源が限られる一方で、大規模火災等にも適切に対応していくため、更なる消
防体制の整備・確立が必要
○　第28次消防審議会において、平成29年３月に「消防の広域化及び連携・協力に関する答申」を取りまとめ

【答申を踏まえた対応】
○�　消防庁においては、消防の広域化について、消防体制の整備・確立に向けて最も有効な手段として推進していく
とともに、消防の広域化にはなお時間を要する地域においても消防力を強化していくため、指令の共同運用や消防
用車両の共同整備など、消防事務の性質に応じて事務の一部について柔軟に連携・協力を行う「消防の連携・協力」
を推進
○�　消防庁では、消防の連携・協力について、具体的な先進事例を積み上げ、より効果的な推進につなげるため、平
成29年度に連携・協力のモデル構築事業を実施し、
連携・協力のさらなる深化を目指し、連携・協力をス
テップとして消防の広域化の更なる推進を目指す
○�　連携・協力の推進期間は、平成29年４月１日から
平成35年４月１日

（特集４）消防の連携・協力の推進　～第28次消防審議会答申を踏まえ～

いばらき消防指令センター（指令の共同運用）

【消防団の充実強化施策】
（消防団への加入促進）
○�　学生、女性、被用者及び公務員の消防団への加入促進について都道府県・市町村が取り組むべきことについて通
知し、会議等の機会を捉えて取組を促進
○�　前年と比較して消防団員が相当数増加した消防団に対し、総務大臣から感謝状を授与
（消防団員の処遇の改善）
○　年額報酬及び出動手当について、特に支給額の低い団体に引上げを要請（無報酬団体は平成27年度中に解消）
（装備の充実強化）
○�　ライフジャケット等の安全確保のための装備や救助活動用資機材の充実を図るため、平成28年度に引き続き平
成29年度においても地方交付税措置を拡充
○�　消防学校に対し、情報収集活動用資機材（オフロードバイク、ドローン）や女性や学生でも扱いやすい小型動力
ポンプを計画的に整備

【引き続き実施すべき消防団の充実強化施策】
○　消防団活動に対する事業所の協力と理解を促進
○　大学生・専門学校生等若い世代の更なる入団促進
○　女性消防団員の更なる活躍の推進
○　機能別団員など消防団組織・制度の多様化方策の導入　

（特集５）消防団を中核とした地域防災力の充実強化

全国女性消防操法大会
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【女性消防吏員を取り巻く現状】
○�　全国消防吏員に占める女性割合が、警察、自衛隊、海上保安庁と比較して、依然として低水準（平成29年４月
１日現在で2.6％）
○　全国消防吏員に占める女性比率を平成38年度当初までに５％に引き上げることを目標

【女性消防吏員の活躍推進に向けた取組】
○�　女子学生等を対象とした職業説明会のほか、民間主催の就職イベントへの各消防本部の参加の呼びかけや消防本
部が実施する女子学生等向け職場体験の支援
○�　女性消防吏員のキャリアパス、勤務形態や勤務条件、職務内容、家庭との両立等
について具体的事例を用いて示したガイドブックの配布
○　ポータルサイト等による幅広いPR
○　消防大学校の女性活躍推進コースの定員を増員し、教育日数を拡充

（特集６）女性消防吏員の更なる活躍の推進

【消防本部におけるハラスメント等の現状】
○　各消防本部において講じる対策のあり方についてワーキンググループを開催
○�　実態調査では、最近１年間に、「パワハラを受けた」と回答した男性は17.5%、「セクハラを受けた」と回答した
女性は28.0%

【現状を踏まえた対応】
○�　各消防本部において実施すべき対応策として、トップの意志の明確化、ハラスメ
ント等通報制度の確立及びハラスメント相談窓口の設置、懲戒処分の厳格化、職員
のセルフチェック・アンケート等の実施、研修の充実等
○�　各都道府県において実施すべき対応策として、ハラスメント等相談窓口の設置、
講義・研修の充実
○�　消防庁における対応策として、消防庁ハラスメ
ント等相談窓口を設置し、全国ブロック別説明会
を開催
○�　今後、進捗状況のヒアリング・調査を行い、そ
の結果を踏まえ、ハラスメント等を撲滅するため
に必要な対策を講じていく

（特集７）消防本部におけるハラスメント等への対応策

全国ブロック別説明会大阪会場の様子

を設置しました！を設置しました！

消防庁消防庁

ハラスメント等相談窓口ハラスメント等相談窓口

設置目的

相談後の対応 

ハラスメント等の事案の解決を目指すため、市町村や消防本部の「ハラスメント等通報窓口」
には通報しにくい、通報したが適切に対応してくれなかったなどの場合に備えて設置しました。 

相談は匿名で行うこともできます。 また、関係消防本部への情報提供を行うに当たっては、相談者の方に、どこ
まで情報提供をしてもよいのかなどの確認を行い、相談者の方が不利益な取扱いを受けないよう十分配慮します。

ハラスメント等を受けたと考える消防職員の方だけでなく、その御家族、上司、同僚の方など
広くご相談いただけます。  

本窓口は消防庁消防・救急課内に設置しています。 ご相談の際は下記の連絡先に電話してください。

対応時間 :平日 8:30～18:15  TEL:03-5253-7548（専用回線）
なお、電子メールでも相談を受け付けておりますが、相談内容について詳細に把握するためにこちらからお電話をおかけするこ
ととしています。必ず、お電話番号を記載の上、下記メールアドレスにご連絡してください。上記の対応時間外となる平日の夜
や土曜日・日曜日しか電話対応ができない方については、電子メールにその旨を記載してください。指定の時間帯にこちらから
お電話をおかけします。   E-mail： fdma_hcs@soumu.go.jp 

相談者からの相談に対して助言を行うほか、
相談者の要請や同意があれば、 
・関係消防本部や市町村に対し相談内容の情報
提供を行います。 

・関係消防本部や市町村から過去の経緯を聞き
取った上で、関係消防本部や市町村に対して
適切な対応を取るよう助言します。 相談内容
について公表することはありません。
なお、関係者の処分等が行われた場合には、その
内容を各消防本部から公表することになります。

相談内容（例） 

情報の秘匿性の確保 

設置場所・連絡先

総務省　消防庁　消防・救急課

対  象  者

上司から暴力行為を受けたが、これは
パワハラに当たるのではないか。

市町村や消防本部にセクハラの相談
をしたが、相談に乗ってくれなかった。

消防職員である配偶者がパワハラに
悩んでいるが、どうしたらいいか。 

006　ハラスメント等相談チラシ 雲背景＋オレンジ

消防庁ハラスメント等相談窓口の
リーフレット

女性消防士の
WORK＋LIFEガイドブック消防活動訓練（女性活躍推進コース）女性消防吏員の活躍推進のための

ポータルサイト
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【救急需要対策の推進】
○�　緊急性の高い症状の傷病者にできるだけ早く救急車を到着させることに加え、住民
が適切なタイミングで医療機関を受診できるよう支援する取組として、電話相談窓口
「救急安心センター事業（♯7119）」の全国展開の推進や住民による緊急度判定を支
援する全国版救急受診アプリ「Q助」を作成

【応急手当の普及啓発の促進】
○�　一般市民の間に応急手当の知識と技術が広く普及するよう一般市民向け応急手当
WEB講習（e-ラーニング）による普及啓発の促進や、通信指令員による口頭指導を推
進

【訪日外国人への救急対応】
○�　訪日外国人の増加により、実際の救急現場での、外国人に対
する円滑なコミュニケーションが求められていることから、「電
話通訳センターを介した三者間同時通訳による119番多言語対
応」、「救急ボイストラ」の開発、「外国人向け救急車利用ガイド」
を作成し、全国の消防本部での活用を促進

（特集８）救急体制の充実

【防災行政無線等の戸別受信機の普及促進】
○�　屋内に設置される戸別受信機は、豪雨時など屋外スピーカーからの音声が聞き取りづらい場合等に極めて有効な
情報伝達手段
○�　総務省総合通信基盤局と連携して研究会を開催し、整備費用の低廉化などの戸別受信機の普及促進方策をとりま
とめ
○　これを受け、戸別受信機の普及促進方策を一層推進する観点から、戸別受信機の機能に係る標準的なモデル及び
仕様書（例）等の検討に着手

【高齢者、障害者及び外国人来訪者等に配慮した防火安全対策】
○�　平成29年度末までに「外国人来訪者等が利用する施設における災害情報の伝達・避難誘導に関するガイドライン」
を策定し、2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて外国人来訪者等に配慮した情報伝達及び
避難誘導の普及を促進
○�　聴覚障害のある高齢者、障害者等に対して火災発生時に警報を音ではなく光で適切に伝えることができる光警報
装置の有効な設置方法等を示したガイドラインを策定するとともに、設置に係る運用通知を発出し、普及を推進

（特集９）災害時等における高齢者、障害者及び外国人の方々への情報支援策の充実強化

全国版救急受診アプリ「Q助」

救急ボイストラ画面 

戸別受信機のイ メージ
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【弾道ミサイル発射への対応】
○�　北朝鮮による弾道ミサイル発射事案について、国・地方公共団体の警戒体制が継続する中で、８月29日及び９
月15日には、弾道ミサイルが北海道上空を通過して太平洋に落下し、北海道等12道県617市町村の地域においてＪ
アラートによる緊急情報を伝達

【Ｊアラートによる情報伝達における課題と対応】
（Ｊアラートの不具合解消対策）
○�　８月29日事案でのＪアラートによる情報伝達においては、対象地域617市町村全てで配信情報は正常に受信され
たものの、住民への情報伝達の過程で支障が生じた地方公共団体が24市町村存在
○�　消防庁では、Ｊアラート情報伝達における不具合の解消対策を取りまとめ、地方公共団体に対し、対策への協力
を要請するとともに、不具合原因の全国的な情報の共有や説明会・研修会の実施に加え、情報伝達手段の自動起動
の確認等に関する情報伝達訓練を充実

（情報伝達手段の多重化等充実方策）
○�　Ｊアラートと連携する情報伝達手段の多重化と新型受信機の導入について、地方公共団体の取組を促進するため、
緊急防災・減災事業債により支援

（弾道ミサイル発射事案に係る国民理解の促進）
○�　弾道ミサイル発射事案に係る国民理解の促進として、平成29年５月から９月にかけてテレビＣＭや新聞広告等
により行った政府広報や、内閣官房ホームページ「国民保護ポータルサイト」等を通じて国民向けの情報を発信
○�　平成29年３月から、弾道ミサイルが我が国に落下する可能性がある場合における対処について、より一層国民
の理解を促進するため、国と地方公共団体の共同訓練として、弾道ミサイルを想定した住民避難訓練を実施

（特集10）全国瞬時警報システム（Ｊアラート）による情報伝達における課題と対応

弾道ミサイル落下時の行動について 用水路の橋の下に避難する住民

体育館に避難した児童
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主な統計数値等

火災の現況と最近の動向（第１章第１節）
○　この10年間の出火件数と火災による死者数は、おおむね減少傾向
　�・　平成28年中の出火件数は３万6,831件、火災による死者数は1,452人
　�・　出火件数については、前年比減（2,280件減少）であり、10年前の69.1％　
　�・　火災による死者数については、前年比減（111人減少）であり、10年前の70.2％
　�・　放火による火災は3,586件で、20年連続で出火原因の第１位　

　�・　平成28年中の住宅火災件数（放火を除く。）は１万523�件、住宅火災による死者数�（放火自殺者等を除く。）は885人
　�・　住宅火災件数については、前年比減（579件減少）であり、10年前の63.1％
　�・　住宅火災による死者数については、前年比減（29人減少）であり、10年前の74.6％
　�・　住宅用火災警報器の設置率は、81.7％（平成29年６月１日時点）

（備考） １ 「火災報告」により作成
２ 「出火件数」については左軸を、「火災による死者数」については右軸を参照

（件） （人）
（各年中）

（年）

36,831

53,276 54,582 
52,394 51,139 
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48,095
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1,877 
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出火件数

火災による死者数

10,523

16,683 16,177 
15,614 14,778 

14,044 13,673 
12,832 12,502 

11,855 11,102 

885

1,187 
1,148 

1,123 
1,023 

1,022 1,070 
1,016 997 

1,006 
914 

（件） （人）

（備考） １ 「火災報告」により作成
２ 「住宅火災の件数（放火を除く。）」については左軸を、「住宅火災による死者数（放火自殺者等を除く。）」については右軸を参照
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（放火自殺者等を除く。）

（各年中）

【出火件数及び火災による死者数の推移】

【住宅火災の件数（放火を除く。）及び住宅火災による死者数（放火自殺者等を除く。）の推移】
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消防の組織（平成29. ４. １現在）の状況（第２章第１節）
○　消防本部
　・　732消防本部、1,718消防署が設置され、消防職員数は16万3,814人
　・　消防職員数については、前年比増（771人増加）であり、10年前の104.1％
○　消防団
　・　消防団数は2,209団、団員数は85万331人であり、消防団はすべての市町村に設置
　・　消防団員数は前年比減（5,947人減少）であり、10年前の95.2％

平成19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29（年）

157,396

15,7860

158,327

158,809

159,354

159,730

160,392

161,244

162,124

163,043

163,814

平成19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29（年）

892,893

888,900

885,394

883,698

879,978

874,193

868,872

864,347

859,995

856,278

850,331

（備考） １ 「消防防災・震災対策現況調査」により作成
２ 東日本大震災の影響により、平成23年の岩手県、宮城県及び福島県の消防職員数及び消防団員数については、前年数値（平成22年４
月１日現在）により集計している。
３ 東日本大震災の影響により、平成24年の宮城県牡鹿郡女川町の数値は、前々年数値（平成22年４月１日現在）により集計している。

(各年4月1日現在)
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【消防職員数、消防団員数の推移】

救急業務の実施状況（第２章第５節）
○�　救急自動車による救急出動件数はほぼ一貫して増加傾向を示しており、平成28年中は過去最高の約621万件で、10年前と
比較して約19％増加
○　救急隊設置数は、平成29年４月１日現在、5,140隊（対前年50隊増）で、10年前と比較して約６％の増加
○　平成28年中の病院収容所要時間の平均は39.3分（10年前と比較して7.3分延伸）
○　平成28年中の現場到着所要時間の平均は8.5分（10年前と比較して1.9分延伸）�

（備考）　１　「救急年報報告」により作成
　　　　　 ２　右のグラフは、東日本大震災の影響により、平成22年及び平成23年の釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市消防本部のデータを
　　　　　　　 除いた数値により集計している。
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【救急自動車による病院収容所要時間及び現場到着所要時間の推移】【救急自動車による病院収容所要時間及び現場到着所要時間の推移】
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問合わせ先
　消防庁総務課　中嶋、小松　TEL: 03-5253-7506（直通）

緊急消防援助隊（第２章第８節）
○　緊急消防援助隊登録隊数は、平成29年４月１日現在、5,658隊（対前年357隊増）
○�　緊急消防援助隊は、指揮支援部隊、都道府県大隊、統合機動部隊、エネルギー・産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・
コマンドユニット）で編成
○�　南海トラフ地震、首都直下地震における緊急消防援助隊の運用方針等について、中央防災会議における対応方針・被害
想定等を踏まえ、アクションプランを策定

自治体消防制度70周年に向けた記念事業（第４章）
○　昭和23年（1948年）３月７日に「消防組織法」が施行され、市町村消防を原則とする今日の「自治体消防」として誕生
○　来る平成30年３月７日に「消防組織法」施行70周年を迎えることから、自治体消防制度70周年記念式典を実施予定
○�　式典に先立ち、気運の醸成を図るため、プロ野球始球式を通じた自治体消防制度70周年記念事業として、野田総務大臣に
よるプロ野球始球式を行ったほか、横浜市消防音楽隊及び東京消防庁音楽隊の協力の下、秋の火災予防コンサートを実施

平成29年９月メキシコ地震災害での活躍（第５章）
○�　国際緊急援助隊救助チーム72人（うち国際消防救助隊員17人）を派遣（８日間）、
メキシコシティの３か所の建物崩壊現場において捜索救助活動を実施
○�　メキシコ政府は国際社会に対し、一般的な支援要請は行わなかったが、日本の災
害救援における経験や知見への期待により、日本に対しては捜索救助チームの派遣
を要請（アジア圏でメキシコ政府より要請を受けて捜索救助チームを派遣したのは、
日本のみ）

ドラゴンハイパー・コマンドユニットの中核車両である
大型放水砲搭載ホース延長車（左）と大容量送水ポンプ車（右）

全国統一シンボルマーク

エネルギー・産業基盤災害即応部隊
（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）
・　エネルギー・産業基盤災害即応部隊
は、石油コンビナート、化学プラント等
のエネルギー・産業基盤が立地する地域
における特殊災害に対し、専門的な消防
活動を迅速かつ的確に行うことが任務
・　遠距離大容量送水及び放水が可能な
特殊車両で構成

トラルパンでの捜索救助活動
メキシコ地震災害（平成29年９月派遣）

（JICA提供）

プロ野球始球式において投球する野田総務大臣 秋の火災予防コンサート


